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令 和 4 年 1 1 月 

企画財政部財政課 



【参考】

％ ％ ％ ％

226,969,687 59.7 5,361,243    232,330,930 59.9 7.2 ▲2.8 238,958,283 

445,507       0.1 -               445,507       0.1 - ▲16.2 531,835 

53,048,808   14.0 1,350,118    54,398,926   14.0 2.6 0.9 53,898,223 

3,212,222    0.8 -               3,212,222    0.8 - 46.9 2,187,377 

248,836       0.1 -               248,836       0.1 - ▲7.3 268,562 

240,409       0.1 0 240,409       0.1 - ▲3.6 249,294 

31,657        0.0 -               31,657        0.0 15.4 ▲21.8 40,479 

147,021       0.0 -               147,021       0.0 - 7.5 136,813 

48,837,439   12.9 1,135,504    49,972,943   12.9 2.4 0.4 49,769,845 

559,510       0.1 -               559,510       0.1 - ▲0.8 563,888 

371,821       0.1 8,991          380,812       0.1 2.4 6.0 359,298 

6,341,876    1.7 -               6,341,876    1.6 - 5.4 6,014,998 

1,387,936    0.4 -               
s

1,387,936    0.4 - 39.2 997,242 

114,873,042 30.2 2,494,613    117,367,655 30.3 2.2 2.0 115,017,854 

15,938,427   4.2 -               15,938,427   4.1 0.0 ▲3.3 16,476,686 

22,212,316   5.8 -               22,212,316   5.7 ▲1.3 ▲1.9 22,639,799 

38,150,743   10.0 -               38,150,743   9.8 ▲0.8 ▲2.5 39,116,485 

379,993,472 100.0 7,855,856    387,849,328 100.0 4.8 ▲1.3 393,092,622 

令和4年度各会計別予算額調（令和4年11月議会）

（単位：千円）
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令和 4年度 11 月補正予算について 

 

■会計別補正予算の内訳 

  （単位：千円） 

区  分 一般会計 特別会計 企業会計 計 

１ 原油価格・物価高騰対策に 

係るもの 
919,135 - - 919,135 

２ コロナ禍からの社会・経済

の復興に係るもの 
1,235,436 - - 1,235,436 

３ 施策の推進に係るもの 1,051,156 1,018,888 - 2,070,044 

４ 内示に係るもの 61,553 - - 61,553 

５ 基金積立金に係るもの 1,388,070 1,003,325 - 2,391,395 

６ 災害復旧に係るもの 49,000 - - 49,000 

７ その他 656,893 472,400 - 1,129,293 

合 計 5,361,243 2,494,613 - 7,855,856 

※特別会計は「国民健康保険事業特別会計」、「駐車場事業特別会計」、「介護保険事業特別会計」及び「診療

所事業特別会計」。 

 

 

■一般会計補正予算の内容  

 

１ 原油価格・物価高騰対策に係るもの 【  919,135 千円】 

・地球温暖化対策推進費（省エネルギー家電製品等購入費補助金）、地球温暖化対策施設整備事

業費補助金（太陽光発電設備等、電気自動車等）、商業振興対策費（ＳＮＳ等活用支援費）、地

域消費喚起対策費（プレミアム付商品券等発行支援費補助金）、中小企業設備整備事業費補助

金（省エネルギー設備等） 

 

２ コロナ禍からの社会・経済の復興に係るもの【 1,235,436 千円】 

・契約管理費（入札・契約事務運営費）、障害者福祉費補助金（施設内療養支援事業費補助金）、

感染症対策費（新型コロナウイルス感染症対策費） 



 

３ 施策の推進に係るもの 【  1,051,156千円】 

・庁舎等維持管理費（庁舎維持管理費）、市民センター施設整備事業費（施設改修）、庁舎等施設

整備事業費（施設改修ほか）、離島・過疎地域振興対策事業費（野母崎田の子地区再整備）、障

害者自立支援給付費（介護給付費、訓練等給付費）、障害児通所等給付費（障害児通所給付費）、

障害者保健医療対策費（更生医療給付費）、環境衛生対策費（動物管理対策費）、新東工場建設

事業費（ごみ焼却施設建設）、里道等整備事業費（戸町３丁目）、都市計画費負担金（ＪＲ長崎

本線連続立体交差事業費）、公営住宅建設事業費（日見大曲・宿町団地）、常備消防活動費（災

害防御費、常備消防施設維持管理費）、小学校管理費（管理費）、中学校管理費（管理費）、高

等学校管理費（管理費）、公民館施設整備事業費（大型公民館）、学校給食実施費（給食施設費） 

 

４ 内示に係るもの 【  61,553千円】 

・高齢者福祉施設整備事業費補助金（高齢者施設等防災改修） 

 

５ 基金積立金に係るもの 【  1,388,070千円】 

・基金積立金（基金積立金） 

 

６ 災害復旧に係るもの 【  49,000千円】 

・小学校災害復旧費（過年度災害分） 

 

７ その他 【  656,893 千円】 

・国・県支出金等返還金（総務管理費返還金、社会福祉費返還金、児童福祉費返還金、生活保護

費返還金、原爆被爆者対策費返還金、保健衛生費返還金）、繰出金（国民健康保険事業特別会

計繰出金（直営診療施設勘定）、診療所事業特別会計繰出金） 

 

 

● 繰越明許費  

繰越明許費は、「市民センター施設整備事業費（施設改修）」など 48 件を計上。 

 

 

● 債務負担行為  

債務負担行為は、「市民活動センター指定管理」など 10件を計上。 

 

 

 



 

■特別会計補正予算の内容 
国民健康保険事業特別会計において、「一般被保険者療養給付費負担金」を

計上するなど、4特別会計において補正予算を計上。 



Ⅰ 一般会計予算 5,361,243 千円

事　　業　　名
補　正　額
　　(千円)

担 当 課

2,188,364

1 契約管理費              18,965 契約検査課

入札・契約事務運営費

2 庁舎等維持管理費              36,714 財産活用課

庁舎維持管理費

3 【単独】市民センター施設整備事業費                4,700 東総合事務所

施設改修 地域福祉課

4 基金積立金          1,388,070 財産活用課

基金積立金

5 【単独】庁舎等施設整備事業費              73,900

施設改修ほか

6 【単独】離島・過疎地域振興対策事業費              20,000 南総合事務所

野母崎田の子地区再整備 地域整備課

7 国・県支出金等返還金             646,015 秘書広報部

原爆被爆対策部

福祉部

市民健康部

こども部

中央総合事務所

735,479

8 障害者自立支援給付費             375,001 障害福祉課

(1) 介護給付費             204,109

(2) 訓練等給付費             170,892

令和4年度11月市議会定例会　補正予算（案）の主な内容

内　　　　容

 2 款　　総　務　費

 3 款　　民　生　費

過年度事業の確定等に伴う国・県支出金返還金。
・秘書広報部　　　　　1,416千円
・原爆被爆対策部　　152,615千円
・福祉部　　　　　　184,385千円
・市民健康部 　　　　36,909千円
・こども部　　　　　208,176千円
・中央総合事務所　　 62,514千円

　　・現計予算額　30,485千円

契約に係る事務全般を効率化するため、電子契約システ
ムを導入するもの。

　　・現計予算額　94,543千円

原油価格等の高騰による電気料金及びガス料金の上昇に
伴い不足が見込まれる本館等の庁舎の電気料及びガス料
を増額するもの。

　　・現計予算額　545,554千円

古賀地区市民センターの受変電設備（動力系変圧器）の
容量を増加する改修工事を行うもの。

財政運営のための基金及び特定目的基金に積み立てるも
の。
【財政調整基金】
・一般会計令和3年度決算剰余金の一部　1,387,009
【こども基金】
・寄附金　1,061千円

　　・現計予算額　770,077千円

南総合事務所の会議室や執務室の空調設備の取替工事を
行うもの。

　　・現計予算額　71,900千円

恐竜パーク庭球場を廃止し、恐竜パーク駐車場を整備す
るため増額するもの。

　　・現計予算額　30,000千円

重度訪問介護及び居宅介護において、新型コロナウイル
ス感染症の影響により在宅でのサービス利用時間が増加
したことなどから、当初の見込みを上回る給付費を増額
するもの。

　　・現計予算額　5,505,477千円

就労継続支援において、新型コロナウイルス感染症対策
として在宅利用者が増加したことなどから、当初の見込
みを上回る給付費を増額するもの。

　　・現計予算額　4,364,386千円



事　　業　　名
補　正　額
　　(千円)

担 当 課内　　　　容

9 障害児通所等給付費             172,830 障害福祉課

障害児通所給付費

10 障害者保健医療対策費              32,495

更生医療給付費

11 障害者福祉費補助金              93,600

施設内療養支援事業費補助金

12 【補助】高齢者福祉施設整備事業費              61,553 福祉総務課

補助金

高齢者施設等防災改修

1,250,103

13 感染症対策費          1,122,871 地域保健課

新型コロナウイルス感染症対策費

14 環境衛生対策費                1,464 動物愛護

動物管理対策費 管理センター

15 地球温暖化対策推進費              66,765 ゼロカーボンシティ

省エネルギー家電製品等購入費補助金 推進室

16 【単独】地球温暖化対策施設整備事業費              41,575

補助金

(1) 太陽光発電設備等              32,000

(2) 電気自動車等                9,575

17 繰出金              10,878 地域保健課

(1) 国民健康保険事業特別会計繰出金                1,887

（直営診療施設勘定）

(2) 診療所事業特別会計繰出金                8,991

18 【単独】新東工場建設事業費                6,550 環境整備課

ごみ焼却施設建設

 4 款　　衛　生　費

池島診療所、小口診療所及び野母崎診療所の返還金、人
件費及び光熱費に対する繰出金を増額するもの。

　　・現計予算額　226,582千円

高島診療所の常勤医師の退職に伴う応援医師の派遣に要
する経費に対する繰出金を増額するもの。

　　・現計予算額　64,158千円

原油価格等の高騰による電気料金及びガス料金の上昇に
伴い不足が見込まれる動物愛護管理センターの電気料及
びガス料を増額するもの。

　　・現計予算額　42,628千円

民生業務部門におけるCO2削減を促進するとともに、事業
者の経営の安定化につなげるため、事業者に対して自家
消費型の太陽光発電設備等の導入費用を補助するもの。

民生業務部門におけるCO2削減を促進するとともに、事業
者の経営の安定化につなげるため、事業者に対して電気
自動車等の導入費用を補助するもの。

新型コロナウイルス感染者の施設内療養を行った障害者
支援施設等に対し、療養の質及び障害福祉サービスの継
続的な提供体制を維持できるよう補助するもの。

児童発達支援及び放課後等デイサービスにおいて、事業
所の新設により利用日数が増えたことなどから、当初の
見込みを上回る給付費を増額するもの。

　　・現計予算額　2,474,450千円

更生医療給付費において、給付件数が増加したことなど
により、当初の見込みを上回る給付費を増額するもの。

　　・現計予算額　961,379千円

新型コロナウイルス感染症に係るＰＣＲ検査費等の経費
に不足が生じることが見込まれるため、増額するもの。
【主な内容】
・ＰＣＲ等検査費　　　　　　　　　　343,174千円
・入院医療費　　　　　　　　　　　　611,988千円
・長崎地域外来・検査センター運営費　102,558千円

　　・現計予算額　2,163,654千円

新東工場の建設にあたり、既設の送受電設備の改修を行
うため改修工事に係る保証金を負担するもの。

高齢者施設等の防災改修工事等に要する経費の一部を助
成するもの。
・防災改修等　　　　　（4施設）
・非常用自家発電設備　（2施設）
・給水設備　　　　　　（1施設）

民生家庭部門におけるCO2削減を促進するとともに、エネ
ルギー価格高騰の影響を受けた市民のエネルギー費用負
担の軽減につなげるため、エネルギー消費性能が優れた
家電等への買換え費用を補助するもの。



事　　業　　名
補　正　額
　　(千円)

担 当 課内　　　　容

810,795

19 商業振興対策費              37,795 商工振興課

ＳＮＳ等活用支援費

20 地域消費喚起対策費             623,000

プレミアム付商品券等発行支援費補助金

21 【単独】中小企業設備整備事業費補助金             150,000

省エネルギー設備等

228,350

22 【単独】里道等整備事業費              50,000 中央総合事務所

戸町３丁目 地域整備１課

23 都市計画費負担金             168,750 長崎駅周辺整備室

ＪＲ長崎本線連続立体交差事業費

24 【補助】公営住宅建設事業費                9,600 住宅政策室

日見大曲・宿町団地

17,413

25 常備消防活動費              17,413 消防局総務課

(1) 災害防御費                7,457

(2) 常備消防施設維持管理費                9,956

81,739

26 小学校管理費              40,258 教育委員会

管理費 総務課

27 中学校管理費              18,430

管理費

28 高等学校管理費                2,685

管理費

29 【単独】公民館施設整備事業費              14,800 北総合事務所

大型公民館 地域福祉課

長崎県が施行するＪＲ長崎本線連続立体交差事業に要す
る事業費の一部を負担するもの。

　　・現計予算額　47,500千円

民間活力を導入して日見大曲・宿町団地第１期整備を行
うにあたり、適正な公募、選定及び契約を行うため、ア
ドバイザリー契約を締結するもの。

琴海文化センター１階多目的ホール床の改修工事を行う
もの。

　　・現計予算額　88,200千円

原油価格等の高騰による電気料金及びガス料金の上昇に
伴い不足が見込まれる中学校の電気料及びガス料を増額
するもの。

　　・現計予算額　260,032千円

市内中小事業者のエネルギーコストを削減するととも
に、経営の安定化を図るため、省エネルギー設備等の更
新に要する経費を補助するもの。

 9 款　　消　防　費

 7 款　　商　工　費

原油価格等の高騰による電気料金及びガス料金の上昇に
伴い不足が見込まれる消防局庁舎の電気料及びガス料を
増額するもの。

　　・現計予算額　59,078千円

 8 款　　土　木　費

市内中小事業者が実施するＳＮＳマーケティングやＥＣ
サイトによる販売促進の取組みを支援するもの。

10款　　教　育　費

令和４年５月に発生した戸町３丁目の宅地及び里道の石
垣崩壊に係る里道及び水路の復旧費用等を増額するも
の。

　　・現計予算額　18,500千円

原油価格等の高騰による電気料金及びガス料金の上昇に
伴い不足が見込まれる小学校の電気料及びガス料を増額
するもの。

　　・現計予算額　610,448千円

原油価格等の高騰による電気料金の上昇に伴い不足が見
込まれる高等学校の電気料金を増額するもの。

　　・現計予算額　24,610千円

原油価格等の高騰による燃料費の上昇に加え、救急出場
件数の増加に伴い不足が見込まれる災害防御費に係る燃
料費を増額するもの。

　　・現計予算額　44,025千円

商店街、各業界団体や大規模小売店が実施する独自のプ
レミアム付商品券等を発行する事業を支援するもの。



事　　業　　名
補　正　額
　　(千円)

担 当 課内　　　　容

30 学校給食実施費                5,566 教育委員会

給食施設費 総務課

49,000

31 【単独】小学校災害復旧費              49,000 教育委員会

過年度災害分 施設課

Ⅱ 一般会計債務負担行為 1,101,353 千円

事　　業　　名
限　度　額
　　(千円)

担 当 課

1 市民活動センター指定管理             102,500 市民協働推進室

2 大浦地区ふれあいセンター指定管理              32,852 中央総合事務所

総務課

3 脇岬地区ふれあいセンター指定管理              35,635 南総合事務所

地域福祉課

4 琴海さざなみ会館指定管理              31,235 北総合事務所

地域福祉課

5 琴海南部しらさぎ会館指定管理              34,055

6 市庁舎本館・議会棟解体             545,400 大型事業推進室

7 高齢者施設開設準備費補助             141,791 福祉総務課

            156,893

8 高齢者福祉施設整備事業費補助              33,600

（小規模多機能型居宅介護事業所）             100,800

9 日見大曲・宿町団地第１期整備事業              22,400 住宅政策室

アドバイザリー委託

10 学校給食センターＰＦＩ              39,583 学校給食センター

アドバイザリー委託 整備室

指定管理者制度による管理運営に係るもの。

　　設定期間　令和5年度～9年度

11款　　災害復旧費

原油価格等の高騰によるガス料金の上昇に伴い不足が見
込まれる給食室のガス料を増額するもの。

　　・現計予算額　116,916千円

指定管理者制度による管理運営に係るもの。

　　設定期間　令和5年度～9年度

内　　　　容

指定管理者制度による管理運営に係るもの。

　　設定期間　令和5年度～9年度

民間活力を導入して日見大曲・宿町団地第１期整備を行
うにあたり、適正な公募、選定及び契約を行うため、ア
ドバイザリー契約を締結するもの。

　　設定期間　令和5年度～6年度

令和3年8月の大雨により被災した小学校の災害復旧を行
うもの。

※ 一般会計の繰越明許費は、「市民センター施設整備事業費（施設改修）」など48件を計上。

指定管理者制度による管理運営に係るもの。

　　設定期間　令和5年度～9年度

民間活力を導入して学校給食センター整備を行うにあた
り、適正な公募、選定及び契約を行うため、アドバイザ
リー契約を締結するもの。

　　設定期間　令和4年度～8年度

小規模多機能型居宅介護事業所の施設整備に要する経費
の一部を助成するもの。
・上銭座町（1施設）令和5年11月開設予定
・小曽根町（1施設）令和5年10月開設予定

　　設定期間　令和4年度～5年度

高齢者施設開設準備経費の一部を助成するもの。
【小規模多機能型居宅介護事業所】
・上銭座町（1施設）令和5年11月開設予定
・小曽根町（1施設）令和5年10月開設予定

　　設定期間　令和4年度～5年度

市庁舎本館及び議会棟の解体に係るもの。

　　設定期間　令和4年度～6年度

指定管理者制度による管理運営に係るもの。

　　設定期間　令和5年度～9年度

（補正前）
（補正後）

（補正前）
（補正後）


